
新規・拡充事業

①事 業 名 【１０】帰国・外国人児童生徒教育支援体制モデル事業

②主管課及び関 初等中等教育局国際教育課長（課長：手塚 義雅）
（ ）係課 課長名

③施策目標及び 施策目標２－１ 確かな学力の育成
達成目標 施策目標２－２ 豊かな心の育成

達成目標２－１－５
達成目標２－２－６ 外国人の児童生徒に対する教育支援体制を整備することにより、

日本語指導が必要な外国人児童生徒への指導の充実を図る。

④事業の概要 本事業は、公立義務教育諸学校において帰国・外国人児童生徒の受入を行っている地
域を対象に、拠点校を設定して、そこに資源の集中配置を行うとともに、域内の学校に
巡回指導等による必要な支援を行うことにより、帰国・外国人児童生徒に対する教育支
援体制を整備する。

⑤予算額及び 平成１８年度概算要求額 ９４百万円
事業開始年度 事業開始年度：平成１８年度開始

⑥事業開始時に 〔拡充事業の場合のみ記入〕
おいて得よう
とした効果

⑦得られた効果 〔拡充事業の場合のみ記入〕

⑧得ようとする 【得ようとする効果】 ⑨達成年度
効果及び上位 事業を実施することにより、公立学校に在籍する日本語指
目標との関係 導が必要な外国人児童生徒が、学校で日本語指導等特別な指 平成２０年度

導を受けられるようにする。

目標値：公立学校における日本語指導が必要な外国人児童生
徒数に対して、そのうち学校で日本語指導等特別な指導を受
けている児童生徒数の割合を増加を図る。

⑩必要性 達成目標２－１－５及び２－２－６の目的を達成するためには、外国人児童生徒に対
する教育支援体制を整備することが不可欠であるが、本事業の効果により、外国人児童
生徒への教育支援体制が整備され、日本語指導が必要な外国人児童生徒への指導の充実
を図られるため、本事業を実施することが妥当と考えられる。

また 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の方針）２００５」におい、
ても、外国人労働者受入とそれに伴う環境整備の推進することが述べられており、外国
人児童生徒の教育支援体制の整備は国として責任をもって取組む必要がある。

⑪効率性 【事業に投入される資源量】
、 （ ）本事業の予算規模は９４百万円であり また本事業を実施するための人件費 諸謝金

は７３百万円程度と想定される。

【事業から得られると見込まれる活動量】
本事業は、全国３０地域程度の事業実施が見込まれ、その地域において外国人児童生

徒の教育支援体制が整備される。

⑫想定できる代 外国人児童生徒の在籍する地域・学校は日本各地に及んでいるものの、分散と集中の
替手段との比 傾向にあることから地方自治体によって優先度の認識に相違があり、地方自治体の一般
較考量 財源により実施した場合には、投入される資源量である本省の人件費・事務費等につい

ての節約は見込まれるものの、全国一律の実施は期待できないため、地域間格差が生じ
る上、優良事例を吸い上げて全国に普及することが困難となる。一方で、国の委嘱事業
として行う場合、３０地域の取組を全国普及することが可能であり、投入される資源量
に比して活動量の増加が見込まれる。

⑬ 指標・参考指 【指標】
有 標 公立学校における日本語指導が必要な外国人児童生徒数に対して、そのうち学校で日

本語指導等特別な指導を受けている児童生徒数の割合



効
効果の把握の 毎年度、文部科学省で実施している「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況

性 仕方 等に関する調査」により把握する。

得ようとする 本事業では、全国３０地域程度の事業実施が見込まれ、その地域において外国人児童
効果の達成見 生徒の教育支援体制が整備されることにより、公立学校における日本語指導が必要な外
込み及びその 国人児童生徒数に対して、そのうち学校で日本語指導等特別な指導を受けている児童生
判断根拠 徒数の割合の増加という効果を見込んでいる。

⑭公平性、優先 [政策の特性に応じて、必要により評価]
性

⑮評価に用いた
データ・情報
・外部評価等

⑯備 考



６．（１）適・日係（９枚目）

帰国・外国人児童生徒教育支援体制モデル事業

帰国・外国人児童生徒教育推進地域

教育委員会、学校関係者、大学、関係機関、ＮＰＯなどで構成

地域連絡協議会の設置

帰国・外国人児童生徒教育の
センター校（小・中学校等）

校内委員会の設置

・日本語指導担当教員
・母語指導協力者
・専門的なコーディネーター等
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帰国・外国人児童生徒が
在籍する小学校

帰国・外国人児童生徒が
在籍する中学校

帰国・外国人児童生徒が
在籍する幼稚園等

帰国・外国人児童生徒が
在籍する高等学校等
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・巡回相談
・通級
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背景・目的
・公立学校に日本語指導が必要な帰国・外国人児童生徒が増加
・帰国・外国人児童生徒の受入体制の包括的な整備が必要
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